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評 価 項 目 ３ 人員の配置及び研究員の育成に関すること 

当センターの

状況 

(１) 人材配置の状況 

平成29年３月31日現在、職員数は46名で、震災復興による県全体の

職員の不足等により、２名の欠員が生じている。 

職員の平均年齢は平成28年度で概ね48歳となっている。平成24年度

から定年退職職員の再任用の制度が始まり、定年後も引き続き当セン

ターに任用されるなど、平成29年４月１日現在で再任用職員は７名（う

ち研究職６名）となっている。 

在籍年数は、研究の特性から研究職員の在籍年数のほうが、行政職

員と比較して長期となっている。 

上記のほか、非常勤職員を５名、期限付臨時職員を10名前後任用し

ている。 

(２) 研究者の育成方策 

将来にわたってセンターに与えられた使命を果たしていくために

は、必要な技術や知識を若年世代に受け継いでいくことが重要である

ことから、研究内容を共有し複数体制で行うなど人材育成の強化を図

っている。特に当センターでは、定年後も当センターに再任用される

職員が多いことから、そうしたメリットを生かし、若年世代への技術

移転を確実に進めていく。 

また、外部研修会や学会に積極的に参加して知見を広めるほか、内

部研修として、①職員の資質向上に資する講演、②学会発表報告や各

部業務紹介、③職員の健康など労働安全衛生、④外部講師による特別

講演等の内容で、研修会（Ｉ－ＲＩＥＰセミナー）を月１回程度開催

し、個々の職員の能力開発及び組織能力の向上を図っている。 

評 価 結 果 〇 評価 Ａ：適当（４人）・Ｂ：要改善（２人）・Ｃ：不適当（０人） 

〇 評価コメント 

(１) 人材配置の状況 

・ 人材の配置については、適切に知識、技術を継承・発展させる

ことが必要であり、さらなる努力が必要である。 

・ 重要な課題に取り組み、十分な成果を上げている。 

・ 研究課題の取組と人材配置は現在のところ問題はないが、今後、

研究課題の取組の中で若い人材の登用が望まれる。 

(２) 研究者の育成方策 

・ 新採用職員を増やすなど育成に力を入れていることは評価でき

る。 

・ 研究者の育成には長期的な視点と人材確保が重要であり、さら

に改善を要する。 

・ 研究者の育成は行われているが、研究課題の継続を考えるとセ

ンターに若い研究者を採用し、育成することが望ましい。 



センターの対

応方針 

人材配置については、主管室の人事担当との間で環境保健研究等調整

検討会議における研究方針等の協議結果の情報共有を図るなど、中長期

的に研究課題に取り組める環境を整備していく。 

研究者の育成については、今後とも、再任用職員が多いというメリッ

トを生かして若年世代への技術移転を確実に進めていくほか、外部研修

会や学会に積極的に参加して知見を広めるなど、研究の推進・充実強化

に必要な人材の育成・確保を図っていく。 

 


